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上下水道の構造的課題解決と
Water 2040 Fund

前田 瑶介（WOTA 代表取締役 兼 CEO）

Intro



水問題を構造からとらえ、解決に挑む。



STEP1：
災害時の水問題







13 自治体様

20 箇所の避難所

20,000 人以上
令和6年能登半島地震
長期断水避難所

89%カバー
              1月4日展開開始、9月21日豪雨災害以降も継続提供
              WOTA BOX 100台、WOSH200台展開

2023年末まで



STEP2：
日常的な給水の問題



4,500

6,900

4,200

水の需要 水の供給

CAGR 2%

水供給量20302010

billion m3
人口の急増

生活様式変化
　　 …

※Water 2030 global water supply and demand model（IFPRI）

気候変動
水汚染
…

水不足

40%



小規模分散型
水循環システム





水処理と製造業のコラボレーションで、

日本の上下水道の水問題を解決し、

そして世界の水問題解決へ。





1
日本の水インフラを取り巻く課題



ノルウェー 9,690円
デンマーク 7,280円

オランダ 6,410円 スウェーデン 6,330円

オーストリア 4,820円

ニュージーランド 2,190円

日本の水道普及率

98.3%
飲用可能な水質

水道水飲用に要注意

飲用不可・水道なし

Ref. 国交省：日本の水資源の現況
金額：10㎥（立方メートル）あたりの平均水道料金（上水のみ）、各都市の水道局・公的料金データよりドイツの民間企業Holiduが集計（2023年時点）

日本 2,780円



上下水道事業の今後の収支見通し（2023～2050年）

1. 料金値上げ

2. サービス縮小

自治体が直面する決断



収入

費用

一人当たり平均金額
（千円）

黒字 赤字

料金

Source：総務省の決算データよりYCP Solidiance試算

人口少ない
自治体

人口多い
自治体

自治体人口規模別・年間1人当たり平均料金収入と運用費用の比較（2020年）



令和７年 上下水道政策の基本的なあり方検討会

”分散型システムのベストミックスのあり方検討”
”集約型システムと分散型システムのベストミックスのあり方について、基本的な考え方を検討する”

骨太方針2025 令和７年 経済財政運営と改革の基本方針

”上下水道の分散型システムの早期実用化 ”
“４.国民の安心・安全の確保 … 上下水道の分散型システムの早期実用化、災害用井戸の活用を含めた地下水など、代替水源の確保、… 
半島や離島の防災対策・国土強靱化を推進する”（令和７年６月１３ 日）

令和７年 国土強靱化実施中期計画

”自立分散型システムを積極的に導入する ”
”最先端の技術を駆使し地域の実情に応じた再構築を図り、次世代にわたり機能し続けるライフラインへの転換を図る”



集約型システム 分散型システム

上下水道の
「ベストミックス」モデル

既存の上下水道を基盤としながら、
地域の特性に応じて「分散型水循環システム」を補完的に

導入していくという水インフラの新たな構築モデル
運搬送水

×

配管更新の費用低減

分散型水循環
システム
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分散型水循環システム「WOTA Unit」



https://docs.google.com/file/d/1zVVEe6zkoywOrQ0bG5QX1ZnpqEBtEDCY/preview


「世界初」家庭用水循環システム
＊

＊２０２５年７月８日付け当社プレスリリース参照 



各家庭の水のニーズに合わせて
必要なユニットを組み合わせが可能

※再生率はご利用環境や水利用方法によって異なる場合がございます。



サービスレイヤー

アプリケーションレイヤー

データレイヤー

センシングレイヤー

自治体様 地元
パートナー様 住民の皆様

分散型システムDatabase
（水質監視、遠隔監視・対応、記録、コールセンター、チケット管理など）

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域



SBIR：Small Business Innovation Research
日本政府による革新的技術の社会実装支援制度

TRL6 = 合格

実用環境下で技術完成度が確認できた
↓

TRL7
実際の暮らしの中で

システム全体を
多角的に評価

* TRL（Technology Readiness Level）：技術成熟度レベル
** SG1,2（Stage gate 審査）：次の技術成熟度レベルへの移行に際し、政府指定の上下水道分野専門家による審査ゲート

技術成熟度レベル



令和5年8月より導入開始
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Water 2040 Fund



分散型システム導入を推進したくても...

1. 計画策定の課題 “分散型システムの導入計画を策定するノウハウも人材もいない”

2. 予算化の課題 “導入年に初期費用が膨らむと、まとまった予算の確保が難しい”

3. 職員不足の課題 “限られた職員数で現場を回すことに手一杯で余力がない”





Water 2040 Fund

分散型システムの”早期実用化”を後押しする

100億円規模のインフラファンドを創設



豊富なノウハウ・分析ツールを活用した

計画策定の支援

Water 2040 Fund

分散型システム導入の一連のプロセスを支えるインフラファンド

民間ファイナンスを活用した

財政負担の平準化
地域パートナーとの共創・DXを活用した

運用業務の効率化

1 2 3計画策定 予算化 運用・管理



地域のパートナー
事業者様

金融機関/企業

Water
2040
Fund

製品 / 計画支援

ファイナンス

設置・
運転維持管理

分散型システムの
導入・運用サービス

分散型システムによる
水利用サービス提供

¥

¥

¥

¥ ¥

ファイナンス

製品 / 計画支援

設置 / 運用維持管理

100億円規模

DBFOスキームによる
コンソーシアム形態の可能性あり

自治体様 住民の皆様



資金調達・ファイナンススキームの構築を目指した協定書を締結



評価パラメーター

❶ 経済効率性
❷ 管路更新緊急性
❸ 災害脆弱性

Step 2.
候補地域のミクロシュミレーション

Step 1.
自治体全体のマクロシミュレーション

分散型システムの導入計画策定の流れ

Step 3.
分散型システム導入・運用計画

WOTAが保有地図データ（GIS）により
分散化向け地域マッピングを行い候補地を推奨

自治体様から配管の管路情報等を取得し
分散化推奨エリアを統計的に分析・効果試算

優先して取り組む地域に対する具体的な
分散化システムでの導入・運用計画を作成支援

高

低

分散化が有効な地域

配水池等

分散化推奨エリアクラスター

自治体様から受領した
水道の配管の管路情報

15.5
億円 8.9

億円

既存手法
で更新

分散型で
整備

△43% 導入・運用計画策定
・収支計画・予算編成

・各種制度設計・管理体制の具体化

・実行スケジュール・体制策定



分散型システム
Database

1. 維持管理の効率化 運転状態データの遠隔モニタリング

による維持管理の効率化

自治体様

地元
パートナー様

運用管理に必要な
業務効率化（DX）

民間連携による
保守サポート対応

 従来の水インフラとの違い

“世帯”単位での「水利用の見える化」

・水質監視
・遠隔監視
・保守対応
・利用記録
　など

2. サービスの高度化 世帯単位の水利用データを用いた

給水サービスの高度化

Data Visualization

アセットマネジメント力向上

柔軟な料金プログラム

給水品質の常時管理

設備の劣化度合いを見える化し、更新時期を最適化

水量のみならず、排水への配慮などを加えた料金設計

の可能性

世帯単位で水質を見える化し、常時・全数監視

地域共創



中部 C町

九州 A市

“是非エントリーしたい。具体的な課題のあるエリアも
イメージがあります”

“予算が大きくない地方自治体が導入するならこういう
ファイナンススキームは大変ありがたい”

中国・四国 D市 “エントリーした上で、WOTAの支援の元で議会承認に向けた
検討を進めていきたい”

東北 B市 “上下水道インフラ維持には必要なソリューションですね”

四国 E市 “WOTAが目指すビジョンに共感しておりエントリーしたい”

既存自治体からのコメント（一部抜粋）

約 2,000 世帯

最大 5,000 世帯

事前案内からの反響

参加の意思表明（先行案内）

今回ファンドの参加規模



説明会・個別相談会 導入サポート開始・計画策定
（2025年10月〜）

導入開始
（2026年度以降）

本日：
エントリー※開始
▼

9/30
エントリー※締切
▼

2026年度以降
契約締結
▼

※契約上の負担のない、意思表明のみの非拘束エントリーです。





日本の水インフラの現状と
今後について

福田 健一郎
(EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社
 インフラストラクチャー・アドバイザリーリーダー)

Issue



日本の水インフラの

現状と今後について

2025年7月8日
EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社
インフラストラクチャー・アドバイザリー　リーダー
福田　健一郎



日本の水道：収入減、更新コスト増、担い手不足に直面

水道事業の課題

水道事業の特徴 水道事業の課題

● 市町村経営

● 給水義務
（施設更新をして維持が必要）

● 料金収入でコストを回収（独

立採算制）

＞

課題1
収益減

課題2
老朽化

課題3
職員減

1. 人口減少

2. 節水（1人あたり使用水量は H22年度の

311L/日からR4年度の295L/日に5%減少）

3. 地下水移行
（大口顧客が敷地に井戸を掘り自家利用）

1. 老朽化した水道管、浄水場の
更新が増加

（投資額増→減価償却費、支払利息の増加）

1. 自治体人員減で、運営体制、ノ
ウハウが脆弱化

・H22～R4年度の12年間で2.77兆円/年から
　 2.59兆円/年へ
・水道料金収入が6.5%減少。約3割の事業は
　原価割れ

・約76万km（地球19周）の管路のうち、法定
　 耐用年数を超えた老朽管の割合（管路経年化　
率）は23.8%（R4）
・管路更新率年0.7%（R4）→更新に140年必要

・自治体の水道部局職員は、H22年度の5.0万人　
からR4年度の4.8万人へ12年間で4%減
・人口1万人未満では平均4名で運営（R4）
・約半数の事業が、職員数10名以下（R4）



EYでは3年ごとに、全国自治体の将来における水道料金を推計

今後の水道料金はどうなるか？

■ 人口減少下で水道ネットワークを維持していく、ということが水道料金水準に与える影響を試算

43

出所：人口減少時代の水道料金はどうなるのか？（ 2024版）を発表（  EY Japan ウェブサイト、 ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-2024-04-24、2024年4月24日リリース  ）

自治体別の「値上げ必要度合」 データ（excelで公表）

一
部
抜
粋

公表レポート（水の安全保障戦略機構事務局と共同実施）

https://www.ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-2024-04-24


日本のほぼ全ての自治体で料金値上げが不可避と推計

今後の水道料金はどうなるか？

■ 2046年度までに水道料金値上げが必要と推計される事業体は全体の96%に及び、平均値上率は48%

料金値上げ率別構成

出所：人口減少時代の水道料金はどうなるのか？（ 2024版）を発表（  EY Japan ウェブサイト、 ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-20240424、2024年4月24日リリース  ）

水道料金値上げが必要と推計

96%

https://www.ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-2024-04-24


人口密度 *が低い事業体ほど、料金値上げ率が高くなる傾向

人口密度*別の料金値上げ率構成

* 人口密度＝現在給水人口 ÷計画給水区域面積
出所：人口減少時代の水道料金はどうなるのか？（ 2024版）を発表（  EY Japan ウェブサイト、 ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-20240424、2024年4月24日リリース  ）

人口密度が低い事業体

→ 高い料金値上げ率

今後の水道料金はどうなるか？

https://www.ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-2024-04-24


料金の著しい高騰懸念と、 20倍の地域間料金格差の恐れ

今後の水道料金はどうなるか？

（円）

料金が大きく高騰する地域が生じ、水道料金格差が現状よりもさらに広がる可能性がある

出所：人口減少時代の水道料金はどうなるのか？（ 2024版）を発表（  EY Japan ウェブサイト、 ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-20240424、2024年4月24日リリース  ）

地域間料金格差

8倍 → 20倍

https://www.ey.com/ja_jp/newsroom/2024/04/ey-japan-news-release-2024-04-24


水道料金高騰、格差増大を防ぐための制度・事業変革へ

持続可能な水道事業に向けて

市町村単位での経営が
継続するという前提

浄水場や管路の
ダウンサイジングは未考慮

新技術、DXやイノベーションといっ
た技術革新は未考慮

EY水道料金推計の前提条件

1 2 3

＞

これまでの水道事業の制度・仕組みの抜本的変革も含めて、持続可能性に向けた取り組みが不可欠

→料金値上げを防ぎ、基本的生活インフラの維持へ

経営単位の広域化
浄水場、管路ネットワークの

ダウンサイジング

DXや新たなソリューション導入促進
（ウォーターPPP=10年の長期包括

民間委託での新技術促進）



国交省「あり方検討会」では広域化、更新投資に耐える経営基盤確立、官民共創でのインフラ再構築を取りまとめた

国交省「あり方検討会」

単一市町村による経営に

とらわれない経営広域化の

国主導による加速化

更新投資を適切に行い

次世代に負担を先送りしない

経営へのシフト

官民共創による

上下水道の一体的な再構築と

公費負担のあり方の検討

1. 経営広域化を加速化 させる方針・責務の明確化と意識改革
2. 経営広域化の規模等についての考え方の提示
3. 上下水道DXの標準実装、資機材規格の統一など
4. 経営広域化を加速する 国主導の取組

1. 経営課題の見える化
2. 適切な投資・経営計画へのシフト
3. 更新投資を先送りしない適正な料金設定等の考え方の更なる明確化
4. 料金等の地域格差や料金等の水準に関する考え方の提示  

1. 官民共創による上下水道の一体的な再構築、関連施策のシナジー効果
● 広域型・上下水道一体・他分野連携（群マネ）など  質の高いウォーター PPP
● 官民共創に資する、バックキャストによる計画的な取組の推進
● 今後検討すべき事項：上下水道一体によるシナジー効果の整理、 集約型と分散型のベストミックスの推進 、

人材確保・育成、強靱化のあり方

2. 公費負担のあり方の検討

「上下水道政策の基本的なあり方検討会」  第１次とりまとめの概要

出所：国土交通省「上下水道政策の基本的なあり方検討会　第1次とりまとめの概要」、www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000914.html を基にEY作成

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000914.html


EY  |  Building a better working world

EYは、クライアント、EYのメンバー、社会、そして地球のために新たな価

値を創出するとともに、資本市場における信頼を確立していくことで、より

良い社会の構築を目指しています。

データ、AI、および先進テクノロジーの活用により、EYのチームはクライア

ントが確信を持って未来を形づくるための支援を行い、現在、そして未来

における喫緊の課題への解決策を導き出します。

EYのチームの活動領域は、アシュアランス、コンサルティング、税務、スト

ラテジー、トランザクションの全領域にわたります。蓄積した業界の知見や

グローバルに連携したさまざまな分野にわたるネットワーク、多様なエコシ

ステムパートナーに支えられ、150以上の国と地域でサービスを提供して

います。

All in to shape the future with confidence. 

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークであり、 単
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地産地消の金融循環モデルによる
次世代水インフラの社会実装支援

鶴岡 秀規
(三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 法人マーケット統括部 副部長)

Finance



三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

(持ち株会社：MUFG)

三菱ＵＦＪ銀行

三菱ＵＦＪ信託銀行

(MUTB)

三菱ＵＦＪ

アセットマネジメント

三菱ＵＦＪ証券

ホールディングス

三菱ＵＦＪニコス

法人マーケット部門

リテール部門

受託財産部門

市場部門

法人事業

不動産事業

証券代行事業

法人マーケット統括部



役割

CVC

信託機能を基盤とした
ファイナンススキーム構築

共創支援
(事業会社・地域金融機関・自治体・スタートアップ )

社会課題解決型の事業開発支援

重点領域

GX

サーキュラーエコノミー
(水再生も含む )

スタートアップ支援

地場企業・銀行との
地方創生プロジェクト

実績

40 件以上・150 億円以上

の出資・提携

WOTA：23年6月出資済み

法人事業開発室のミッション：

お客様・社会課題の解決に向けた新たな事業・サービスを創出



役割

CVC

信託機能を基盤とした
ファイナンススキーム構築

共創支援
(事業会社・地域金融機関・自治体・スタートアップ )

社会課題解決型の事業開発支援

重点領域

GX

サーキュラーエコノミー
(水再生も含む )

スタートアップ支援

地場企業・銀行との
地方創生プロジェクト

実績

40 件以上・150 億円以上

の出資・提携

WOTA：23年6月出資済み

法人事業開発室のミッション：

お客様・社会課題の解決に向けた新たな事業・サービスを創出

今
回
の
取
り
組
み



3. 個人投資家
へ販売

2. 法人投資家
へ販売

地域課題解決のための

「地産地消の金融モデル」

地方銀行 

地方自治体

MUTB

地場企業 

新産業

サービス

地元住民

投資

目指す姿（取り組みSTEP）

1. 協業取組み・
信託機能提供



全国に横展開

再エネ分野は分散型インフラ 　x 地方創生プロジェクトの

ファイナンススキーム構築が先行

地域インフラ課題解決のための

地域に根差したファイナンススキームの知見

次世代水インフラにも展開 百年ソーラー山梨  (PoC)
山梨県

✕

山梨中央銀行
✕

ヒラソル
✕

MUTB

百年ソーラー九州
 

JR九州
✕

肥後銀行
✕

脱炭素化支援機構
✕

ヒラソル
✕

芙蓉総合リース
✕

MUTB

1MW

10MW

10倍



自治体・地域金融機関・地域事業者・WOTAとの共創を通じて

次世代水インフラの社会実装を地域の皆さまと共に取り組んでまいります





人口減少時代の
水インフラの分散モデル

今榮 敏彦
(広島県 竹原市長)

Case #1



広島県沿岸部のほぼ中央に位置

人口：人口22,280人（令和7年5月31日現在）

広島空港から車で約25分

竹原市

広島空港

✈



老朽管率

34.4%**

人口減少率

42.2%*

2020→2045

汚水処理
人口普及率

42.3%***

* 竹原市、竹原市人口ビジョン【改訂版】 、令和6年3月
** 竹原市、広報たけはら、平成26年
*** 広島県、広島県汚水適正処理構想 、令和2年3月

災害時の
断水・集落孤立

経験

竹原市では、人口減少や人材不足を背景に、既存水インフラの更新・維持や生活排水処理の普及が進みにくいという課題を抱えています。

水インフラの老朽化 人口減少 下水道普及 災害時の断水経験

https://www.city.takehara.lg.jp/material/files/group/1/2310060305siryo5.pdf
https://www.city.takehara.lg.jp/material/files/group/3/22940298.pdf
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/life/654628_4208257_misc.pdf


水インフラの「ベストミックス」による解決

集約型水インフラ  + 分散型水インフラ

上水は、広島県水道広域連合企業団に加盟。2023年WOTAと出会い、「分散型システム」の検証協力を決定。



竹原市では
既に集落単位での分散化を実環境で検証。

集落単位の

水インフラ

分散化



高 低

配水方向

配水方向

配
水

方
向

配水方向

標高

①

②

給水・排水処理費用シュミレーション（ 40年間）

7.5億円

5.5億円

既存手法で更新 分散型で整備

増圧ポンプ

増圧ポンプ

配水池

高この地域は傾斜地での送水にはポンプアップによるコストが発生、
配水地以降も過疎化に伴って老朽配管の更新負担も増大が見込まれる。
この地域では、配水池以降の更新だけでも、
分散型システムの導入により、3割近く削減できると期待。

既存配管

給水世帯

空き家（人口減少）

△26%



分散型水循環システムで生活中のご夫妻

“この町の美しい風景と暮らしを守り続けたい ”
　“私たちが暮らす地区には豊かな湧き水があり、毎年夏には小川でホタル が見られます。棚田のある景色を守るため、農業に励む

若い世代もいます。私たちは「こんなに良い場所はなかなか無いよね 」と思いながら住んでいるんです。

　ただ、7年前の西日本豪雨では、 1週間の断水を経験しました。井戸のある家が多いのでどうにかなりましたが、もし今後の地震で地

下水の流れが変わったら、井戸も使えなくなるかもしれない 。市街地に繋がる山道は土砂災害のおそれもあり、災害時の断水や集落

孤立への不安はあります。また、この地区は人口減少が激しく、水道管の次の更新時には料金負担は確実に増える と思います。いず

れは水道自体が届かなくなってしまうかもしれません。地域の暮らしを守ろうとする竹原市の取り組みに応えたい と思い、WOTA Unit

の導入に協力しました。

　この地区は単独処理浄化槽の世帯が多いので、夕方には台所やお風呂からの排水で川が泡立ち、入浴剤のにおいがする こともあり

ました。でも、排水をすべて回収して処理するWOTA Unitが数世帯に設置されてから、川の泡立ちが減った気がする んです。こうした先

進的な事例をきっかけに、まちの魅力を発信し、関心を持ってくれる人や移住者を増やしたい。この事業を通じて、人が水を使って生き

る上での根本的なヒント が得られたら嬉しいです。”

分散型システムで暮らすご家庭からは、「町の美しい風景と暮らしを守り続けられること」への価値を実感していただいています。



分散型システムの導入計画の具体化

同様の課題を抱く地域は複数想定され、今回の「WOTA 2040 Fund」を活用し分散型システムの導入を推進していきます。

同様の課題を抱く地域分析 → 優先して取り組む地域を選定

WOTA 2040 Fundを活用した

分散型システム導入拡大



市民一人ひとりが安心して暮らせる地域づくり

竹原市





能登半島地震の被災地からの

創造的復興

泉谷 満寿裕

(石川県 珠洲市長)

Case #2



金沢

珠洲市

のと里山空港
能登半島の最先端

人　　口：10,933人

高齢化率：53%（市民2人に1人が65歳以上）

面　　積：247.2 km2

*2025年5月31日現在



「令和６年能登半島地震」が発生、災害直後珠洲市のほぼ全戸が断水し、
復旧まで「約半年間」を要しました。さらに奥能登豪雨により再度断水を経験しました。

発災 →全戸断水

※通水完了は早期復旧困難地区（建物倒壊、道路通行不能、土砂崩れ）を除く

1月 2月 3月 4月 5月

・１日に発生した地震により、浄
水場など基幹施設が停止し全
戸断水

・宝立浄水場の応急復旧開始
（導水管、浄水施設、送水管な
ど）

6月、それ以降

・宝立浄水場系統における配
水池の応急復旧開始

・折戸浄水場系統の通水が完
了

・病院、市役所、避難所、仮設
住宅などの重要施設に至る配
水管（復旧優先路線）の応急復
旧開始

・復旧優先路線以外の配水管
の応急復旧開始

・宝立浄水場系統の通水が完
了

・大谷浄水場系統の通水が完
了

・高屋浄水場系統の通水が完
了

約　　　戸 約　　　戸

約　　　戸

約　　　戸

約　　　戸 -



宝立浄水場

土砂崩れにより施設へのアクセス不可

善野地区

清水地区

真浦地区

大谷地区

法面崩壊により取水施設が埋没

道路（路肩）崩壊に伴う上水道管破断
宝立浄水場導水管の損傷

大谷低区配水池倒壊の状況

水道施設の倒壊の状況



WOTAとは発災直後から約1年間、奥能登豪雨も含め応急給水支援を共にしてきました。
WOTAの水循環システムの市民の認知度はほぼ100％です。



能登半島地震の被災地からの

創造的復興

金田 直之

（石川県 珠洲市副市長）

Case #2

Case （7m）
- 基本的には自由に話してもらう

ポイント
- 災害のリアリティ
- 過疎地域ならではの復興の悩み
- AB-Cross
- 分散化地域の考え方



課題1

施設の老朽化に伴い
更新が急務だが

財源も、人材も不足

課題2

人口動態の変動により
将来的な水需要が

見通せない

災害復旧は原形復旧が原則であるが

大規模な集合型インフラへの投資継続に疑問

人も財源も限られ、将来の人口動態も不透明な中、大型インフラへの投資判断はますます困難になっています。



Point 1. 

上下水道強靭化推進室

復旧・持続化・強靭化を担う、

水インフラ再構築の推進組織

Point 2.

ベストミックス

広域断水に強く人口動態に

柔軟な水インフラ投資の魅力

Point 3.

一気通貫の官民連携

「計画、モノ、運用」

を一体で実行する体制構築

こういった課題の対策として、3つの重要なポイントがあります。



2024.11.30 共同通信、各紙  

集合型と分散型とのベストミックス

分散型システムによる断水に強く持続可能な水インフラの構築

能登半島地震で上下水道施設に大きな被害が出て断水が長期化したことを受け、政府は 2025年
度、住宅や集落ごとに循環機器で水を再生利用する、小規模な「分散型上下水道システム」の実用
化に向けた検討を始める。浄水場や下水処理場、長い管路といった大規模施設を必要とせず、被災
リスクの低減や維持管理費の抑制が狙い。地震や豪雨で被害を受けた石川県珠洲市で実証事業を
始める方向で調整する。関係者が 30日、明らかにした。

人口減少が進む地域の自治体にとって水道施設の維持管理費が重い負担になっており、活用が期
待される。地震発生から 12月1日で11カ月。間もなく 1年となるが、被災地のインフラは復旧途上だ。
被災地の復興に貢献する技術として、政府は石川県などと調整し、年明けにも実証事業者の公募を
始める。

浄水場や長距離の水道管を設ける従来型は 1カ所の被災が広範囲に影響する恐れがあるが、分散
型であれば影響を最小限に抑えることが可能で、修繕や維持管理のコストも大幅に削減できる。

災害で顕在化した課題を踏まえ、珠洲市は分散型システムの導入を復興計画に盛り込み、また珠洲市・WOTAで国土交通省の実証事業を行っています。



内浦地域

浄水場系統

道路法面崩壊

外浦地域

地震、豪雨による
長期断水被害が発生

地震や豪雨による長期断水に見舞われた外浦地域を中心に、上下水道を一体的に捉えた分散化の検討を進めています。

取水施設埋没



管路更新
緊急性

経済
効率性

災害
脆弱性

3つの側面から分散化地域を検討

ある地域では、配管の経済効率、老朽化程度、そして再断水など災害への脆弱性を踏まえ、
持続可能な水インフラの構築を進めていきます。

水道施設

給水区域

水道情
報

ハザード情
報

分散化候補地域  

取水施設
浄水場

鰐崎

管路

水道施設 土砂災害
特別警戒区域

土砂災害
警戒区域給水区域

水道情報 ハザード情報

理由：浄水場からの管路距離が長く、
途中に断水リスクポイント複数



“魅力溢れる最先端” の復興を、必ず成し遂げる

珠洲市





持続可能な水インフラを
次の世代へ

前田 瑶介（WOTA 代表取締役 兼 CEO）

Roadmap



健全な財政確立

標準モデル確立

先行導入



持続可能な水インフラを、次の世代へ




